
（平成２２年９月８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 15 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 11 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 12 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 6 件

年金記録確認静岡地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

静岡国民年金 事案 1214                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年４月から同年６月まで 

 退職後の昭和 48 年４月に同居の母から国民年金への加入を勧められ、母

のところに集金に来ていた国民年金委員に母の分と一緒に私の保険料を納

付してもらったはずである。加入手続は婚姻後の 49 年２月ごろ、自分が市

役所で行ったが、加入手続前に納付した時の「国民年金保険料組織納付カ

ード」には集金人の領収印が押されており、母は同期間の保険料が納付済

みとなっているので、申立期間が未加入とされていることに納得がいかな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 48年４月ごろ、その母親が申立期間の保険料を集金に来た

年金委員に納付したと述べているところ、申立人が保管する「国民年金保険

料組織納付カード」の申立期間の欄に、年金委員と思われる人物が同期間の

保険料を領収したことを示す印が押されていることから、申立期間に係る保

険料を納付したことは明らかである。 

また、申立人は、申立期間の始期である昭和 48年４月においては強制加入

被保険者であったことになるが、申立期間中の同年５月に厚生年金保険被保

険者であるその夫と婚姻しているため、同年同月からは強制加入被保険者の

資格を喪失することになるところ、上記のとおり、同年５月及び６月の保険

料を納付していることから、旧国民年金法附則第６条の２の規定により、申

立人は、同年５月に任意加入の申出を行ったとみなされ、上記納付済みであ

る申立期間のうち同年５月及び６月については保険料を還付すること無く、

納付済期間とすることが妥当である。 



  

さらに、昭和 48年７月以降も資格喪失の手続は行っていないことから、引

き続き任意加入被保険者であったものとみなされる。 

なお、申立人は、昭和 48 年７月から 49 年１月までは保険料を納付してい

ないとしており、オンライン記録上も 49年２月から納付済期間とされている。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



  

静岡国民年金 事案 1215                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年１月から 48 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年 12月から 48年３月まで 

私は、昭和 45 年 12 月に会社を退職し地元へ帰郷した後、48 年ごろに知

人からの勧めで市役所へ赴き国民年金の加入手続を行った。 

市役所の窓口で、「国民年金保険料をさかのぼって納付すれば満額にな

る。」と言われ、当時は退職に伴う失業保険の給付金やアルバイト収入な

どがあり余裕があったので納付した。 

市役所で納付した際、領収書を黄土色の年金手帳に貼
は

り付けた記憶があ

る。申立期間については保険料を納付していたので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 48年ごろ、市役所の職員からさかのぼって保険料を納付で

きる旨を聞き、まとめて国民年金保険料を納付したと述べているところ、申

立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の同記号番号の被保険者の年金記

録から 49年３月ごろに払い出されたものとみられ、これ以外に申立人に別の

同記号番号が払い出されたことが確認できないことから、このころ国民年金

の加入手続を行ったと推測される。また、申立人が国民年金加入手続を行っ

たとみられる 49年３月ごろは、第２回特例納付の実施期間であり、申立人は

同特例納付を利用すれば、申立期間の保険料をすべて納付することは可能で

あった。 

一方、申立人は上記昭和 49年３月ごろ行ったとみられる国民年金加入手続

後、すぐに昭和 48年度分の保険料をまとめて現年度納付したことがうかがわ

れるところ、申立人は加入手続後、納付したと記憶する保険料額は１万円ぐ

らいであったとしており、これは 49 年３月ごろ申立期間の保険料及び 48 年



  

度分の保険料を納付した場合の金額（２万 7,000 円）からはかい離しており、

申立人自身の「特に当時の保険料額に上乗せしてまでの納付はしていな

い。」とする記憶を踏まえても特例納付を行ったことまでは推認し難い。 

しかしながら、申立人が国民年金加入手続を行ったとみられる昭和 49年３

月ごろにこの時点で時効到達前（申立期間のうち昭和 47年１月以降）であっ

た過年度保険料及び昭和 48年度分の現年度保険料を納付したとすると、これ

らの納付に必要となる金額は、申立人が納付したと記憶する金額に近いもの

となる。 

さらに、申立人が保険料を納付したとする市役所では、通常、過年度扱い

となる保険料は収納していなかったが、同市によると、昭和 49年３月当時は

特例納付実施期間でもあったため、市庁舎において年金相談をよく開催して

おり、社会保険事務所（当時）の職員も市に出張して来て相談に当たってい

たと述べていることから、過年度保険料についても納付することが可能であ

った可能性がある。 

以上から、申立人は、申立期間のうち、昭和 49年３月ごろにおいて時効と

なっていなかった 47 年１月から 48 年３月までの保険料について過年度納付

したと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 47 年１月から 48 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



  

静岡国民年金 事案 1216                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成 10 年９月から 11 年２月までの国民年金

保険料については、免除されていたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10年８月から 11年２月まで 

私は、申立期間当時は大学生であり、母親が、自分の免除申請手続を市

役所の国民年金課で行ってくれたことを記憶している。その際に、大学生

であったので、在学証明書を取り寄せた記憶もある。 

母親が同様に手続をした兄も学生時代は免除となっているのに、自分だ

けが免除となっていないのは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時、申立人の母親が、申立人の在学期間に係る国民

年金保険料の免除申請をしてくれたはずだと述べているところ、その母親は、

申立人の免除申請を行った記憶があるとしている上、申立人の兄の在学期間

に係る保険料免除の申請にも関与していることから、申請手続についての知

識もあったと推認できる。 

また、申立期間直前の平成７年４月から 10 年３月までの申立人の兄の在学

期間に係る保険料が全額免除されていること、及び同期間から申立期間にか

けて申立人の両親の給与所得に大きな変化は見られないことから、申立期間

当時も、申立人の親元世帯の所得額は、学生に係る保険料免除の承認基準を

満たしていたと考えられる。 

一方、市の記録によれば、申立人の申立期間に係る国民年金被保険者資格

取得に伴う年金手帳の送達は平成 10 年 10 月６日であったことが確認できる

ところ、申立人の母親も「加入手続を行っていなかったが、納付書が届き、

その後、免除申請をした。」としていることを踏まえると、少なくとも同年

９月までに申立人の母親が申立人に係る免除申請を行ったことは推認し難い



  

上、制度上、免除期間は申請を行った月の前月からとされている。 

これらのことから、申立人の母親は、平成 10 年 10 月に申立人に係る免除

申請を行い、申立期間のうち同年９月から 11年２月までの保険料が免除され

ていたとしても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成 10 年９月から 11 年２月までの国民年金保険料が免除されていたものと

認められる。 



  

静岡国民年金 事案 1217                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38年９月及び同年 11月から 39年２月までの国民年金保険料

については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 38年９月 

② 昭和 38年 11月から 39年２月まで 

私は、昭和 38 年９月から 39 年６月までの国民年金保険料を一度納付し

たにもかかわらず、還付とされたことにより、申立期間が未納期間及び未

加入期間とされたことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の所持する年金手帳を見ると、申立人は国民年金制度開始当初から

昭和 39年６月まで継続して国民年金保険料を納付していたが、当該期間に厚

生年金保険への加入期間が存在していたことから当該納付済期間のうち 38年

９月から 39 年６月までの保険料が同年 12 月に還付されたことが確認できる。 

しかしながら、上記還付期間のうち、申立人が厚生年金保険被保険者であ

った期間に係る保険料の還付は妥当であるものの、申立期間においては、申

立人は国民年金の強制加入対象者であったと考えられ、保険料を還付する理

由は見当たらないことから、当該期間については、国民年金の納付済期間と

することが妥当である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



  

静岡厚生年金 事案 1247 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格喪失日に係る記

録を昭和 46 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 6,000 円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 46年６月 21日から同年７月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入期間について照会を行った

ところ、申立期間について加入記録が確認できないとの回答を得た。昭和

46 年７月１日にＡ事業所本社から同事業所Ｂ支店へ異動となったが、申立

期間も継続して勤務していたはずであるので、申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、Ｃ事業所（Ａ事業所の後継会社）から提出された

人事台帳、同事業所の回答等から判断すると、申立人はＡ事業所に継続して勤

務し（昭和 46 年７月１日にＡ事業所本社から同事業所Ｂ支店に異動）、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ事業所における昭和

46 年５月の社会保険事務所の記録から、３万 6,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は、不明としているが、申立人と同時にＡ事業所本社か

ら同事業所Ｂ支店に異動したすべての同僚について被保険者期間の欠落が生じ、

又は、被保険者期間の欠落は無いものの異動に伴う資格取得日と資格喪失日が



  

一致していないことから、事業主が申立人の資格喪失日を昭和 46 年６月 21 日

として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年６月の保険料に

ついて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったもの

の、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合

を含む。）、事業主は、申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



  

静岡厚生年金 事案 1248 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格取得日に係る記

録を平成 18 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を、同年４月から

同年８月までは、13 万 4,000 円とし、同年９月から 19 年３月までは、12 万

6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年４月１日から 19年４月１日まで 

社会保険庁（当時）の記録では、Ａ事業所で平成 19 年４月１日に厚生年

金保険の被保険者資格を取得したことになっているが、当該事業所には 18

年４月１日から勤務していたので、当該記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所の回答及び申立人が提出した給与支払明細書から判断すると、申立

人は、当該事業所に平成 18 年４月１日から継続して勤務し、厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間における標準報酬月額については、Ａ事業所からの回答及び

申立人が提出した給与明細書の保険料控除額から、平成 18 年４月から同年８

月までは、13 万 4,000 円とし、同年９月から 19 年３月までは、12 万 6,000 円

とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、「申立人の給与から申立期間の保険料を控除したが、申立てどおりの届

出をしておらず、保険料を納付していない。」と回答していることから、事業

主が資格取得日を平成 19 年４月１日として届け、その結果、社会保険事務所

（当時）は申立人に係る 18 年４月から 19 年３月までの保険料の納入告知を行

っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 



  

静岡厚生年金 事案 1249 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所Ｂ工場における資格喪失日に

係る記録を昭和 62 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 26 万円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年３月 21日から同年４月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申

立期間について加入記録が確認できないとの回答を得たが、昭和 54 年９月

１日からＡ事業所に継続して勤務しており、申立期間は、Ａ事業所Ｂ工場か

ら同事業所Ｃ工場へ転勤した時期であるため、申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、Ａ事業所Ｂ工場から提出された申立人に係る辞令

及び従業員台帳並びに当該事業所の回答から判断すると、申立人は当該事業所

に継続して勤務し（昭和 62 年４月１日にＡ事業所Ｂ工場から同事業所Ｃ工場

に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

なお、前述の辞令において、Ａ事業所Ｂ工場から同事業所Ｃ工場への異動日

については、昭和 62 年４月１日となっているところ、Ａ事業所Ｂ工場が保管

する健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届により確認できる資格喪失日は

同年３月 21 日となっており、Ａ事業所本社の現在の担当者は、「当社の給与

締日は 20 日であるため、昭和 62 年３月 20 日付けの転勤日として事務処理を

行い、異動先のＣ工場においては、同年４月１日を資格取得日として処理を行

ったため、申立人の記録に空白が生じてしまったという事務誤りがあったのだ



  

と思う。」と回答していることから、同事業所Ｂ工場の資格喪失日は同年４月

１日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ事業所Ｂ工場に

おける昭和 62 年２月のオンライン記録から、26 万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は、健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届の資格喪

失日の記載を昭和 62 年４月１日とすべきところ、同年３月 21 日として誤った

届出を行ったことを認めており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

同年３月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務

所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場

合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は申立人に係る申立期間の厚

生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

静岡厚生年金 事案 1250 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ事業所に係る被保険者記録は、資格取得日が平成 16 年 10 月１日、

資格喪失日が 18 年４月１日とされ、当該期間のうち、同年３月 31 日から同年

４月１日までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計

算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されているが、申立人は、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険

料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同事業所における資格喪失

日を同年４月１日とし、申立期間の標準報酬月額を 56 万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年３月 31日から同年４月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会したとこ

ろ、資格喪失日を訂正する届出が２年以上経過後に事業所から提出されたが、

時効により保険料を徴収できないことから、当該記録訂正は行われたものの、

年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない旨の回答を得た。 

平成 18 年３月の１か月間を、年金額の計算の基礎となる被保険者期間と

して認めてもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ事業所に係る被保険者記録は、資格取得日が平成 16 年 10 月１日、

資格喪失日が 18 年４月１日とされ、当該期間のうち、同年３月 31 日から同年

４月１日までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計

算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されている。 

しかし、雇用保険の加入記録、Ａ事業所から提出された在籍期間証明書、個

人給与台帳等により、申立人は、平成 16 年 10 月１日から 18 年３月 31 日まで、



  

当該事業所に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、個人給与台帳から確認できる厚

生年金保険料控除額及び平成 18 年２月のオンライン記録から、56 万円とする

ことが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明としているが、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅

した後に、事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っ

ていることから、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



  

静岡厚生年金 事案 1251 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格喪失日

の記録を昭和 24 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 22 年２月か

ら同年５月までは 120 円、同年６月から 23 年７月までは 300 円、同年８月か

ら同年 10 月までは 900 円、同年 11 月から 24 年３月までは 2,400 円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 22年２月 28日から 24 年４月１日まで 

申立期間について、年金記録を確認したところ、空白があるとの回答を得

たが、高等女学校を卒業した後の、昭和 21 年４月からＡ事業所に入社し、

30 年 10 月に退職するまでの間、継続して勤務していたことは間違いないの

で、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ事業所（Ａ事業所が名称変更）から提出された入社名簿、社報の記録及び

複数の同僚の証言から、申立人は申立期間においてＡ事業所に勤務していたこ

とが確認できる。 

また、Ｂ事業所及び同事業所の元役員は、「申立人は申立期間に、Ａ事業所

本社Ｃ課に在籍し、Ｄの仕事をしていた。正社員として給与から厚生年金保険

料を控除されていたと思う。」と証言している。 

これらのことから、申立人は、申立期間において、厚生年金保険被保険者と

して厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間当時、申立人と同様の

業務についていた複数の同僚の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から

昭和 22 年２月から同年５月までは 120 円、同年６月から 23 年７月までは 300



  

円、同年８月から同年 10 月までは 900 円、同年 11 月から 24 年３月までは

2,400円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る申立期間の保険料の納付義務の履行について、Ｂ事業所

は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことか

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

無いことから、行ったとは認められない。 

 



  

静岡厚生年金 事案 1252 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所Ｂ工場における資格喪失日に

係る記録を平成３年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 36 万円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年３月 31日から同年４月１日まで 

厚生年金保険加入期間について社会保険事務所（当時）に確認したところ、

申立期間について加入記録が確認できないとの回答を得た。申立期間は、Ａ

事業所Ｂ工場からＡ事業所Ｃ工場に異動となった時期であり、昭和 43 年４

月に入社してから現在までＡ事業所に継続勤務していたので、申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所の雇用証明書及び雇用保険の加入記録から判断すると、申立人はＡ

事業所に継続して勤務し（平成３年４月１日にＡ事業所Ｂ工場から同事業所Ｃ

工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与支払明細書の保険料控除額

及びオンライン記録から、36万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届の資格喪失

日の記載を平成３年４月１日とすべきところ、同年３月 31 日として誤った届

出を行ったことを認めており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同

年３月の保険料についての納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保

険料を還付した場合を含む。）、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 



  

静岡厚生年金 事案 1253 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、Ａ事

業所における申立期間の標準賞与額に係る記録を 110 万円に訂正することが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年７月６日 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の記録について照会したところ、

申立期間に支払われた賞与に係る記録が無い旨の回答を得た。 

賞与支払明細書があり、厚生年金保険料が控除されていたことが確認でき

るので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所が保管する賞与の給与台帳により、申立人は、申立期間において、

110 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出しておらず、保険

料も納付していないと回答していることから、社会保険事務所は、申立人に係

る平成 18 年７月６日の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



  

静岡厚生年金 事案 1254 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、Ａ事

業所における申立期間の標準賞与額に係る記録を 60 万円に訂正することが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年７月６日 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の記録について照会したところ、

申立期間に支払われた賞与に係る記録が無い旨の回答を得た。 

賞与支払明細書があり、厚生年金保険料が控除されていたことが確認でき

るので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所が保管する賞与の給与台帳により、申立人は、申立期間において、

60 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出しておらず、保険

料も納付していないと回答していることから、社会保険事務所は、申立人に係

る平成 18 年７月６日の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



  

静岡厚生年金 事案 1255 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、Ａ事

業所における申立期間の標準賞与額に係る記録を 20 万円に訂正することが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年７月６日 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の記録について照会したところ、

申立期間に支払われた賞与に係る記録が無い旨の回答を得た。 

賞与支払明細書があり、厚生年金保険料が控除されていたことが確認でき

るので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所が保管する賞与の給与台帳により、申立人は、申立期間において、

20 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出しておらず、保険

料も納付していないと回答していることから、社会保険事務所は、申立人に係

る平成 18 年７月６日の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



  

静岡厚生年金 事案 1256 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、Ａ事

業所における申立期間の標準賞与額に係る記録を 45 万円に訂正することが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年７月６日 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の記録について照会したところ、

申立期間に支払われた賞与に係る記録が無い旨の回答を得た。 

賞与支払明細書があり、厚生年金保険料が控除されていたことが確認でき

るので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所が保管する賞与の給与台帳により、申立人は、申立期間において、

45 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出しておらず、保険

料も納付していないと回答していることから、社会保険事務所は、申立人に係

る平成 18 年７月６日の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



  

静岡厚生年金 事案 1257 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、Ａ事

業所における申立期間の標準賞与額に係る記録を 60 万円に訂正することが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年７月６日 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の記録について照会したところ、

申立期間に支払われた賞与に係る記録が無い旨の回答を得た。 

賞与支払明細書があり、厚生年金保険料が控除されていたことが確認でき

るので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所が保管する賞与の給与台帳により、申立人は、申立期間において、

60 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出しておらず、保険

料も納付していないと回答していることから、社会保険事務所は、申立人に係

る平成 18 年７月６日の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

 



  

静岡国民年金 事案 1218                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47 年９月から 50 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年９月から 50年 12 月まで              

私は、昭和 50 年ごろ、市役所に赴き国民健康保険の加入について問い

合わせた際に、国民年金との同時加入が前提であるとの説明を職員から受

けて国民年金に加入し、保険料を一括で納付したはずであり、申立期間が

未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 50 年 10 月から同年 12 月ごろまでの間に、市役所に赴き

国民健康保険の加入について問い合わせた際に、申立人の妻と一緒に国民年

金に加入し、申立期間の国民年金保険料をさかのぼって一括で納付したはず

であると述べているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は 53 年３月 31

日に払い出されており、ほかに申立人に別の同記号番号が払い出されたこと

もうかがえないことから、このころ加入手続を行ったものと推認されるが、

この時点で申立期間は既に２年の時効期限を経過している上、特例納付実施

期間でもなかったことから申立期間の保険料を納付することはできなかった

と考えられる。 

また、申立人が国民年金加入手続を行ったとみられる昭和 53 年３月ごろ

の時点では、申立期間直後の 51 年１月から 52 年３月までの過年度保険料は

時効前であったことから納付することが可能であった上、申立人はさかのぼ

って納付したのは加入手続時の一度だけであると述べているところ、当該期

間の保険料は納付済みとされており、納付期限から判断すると、遅くとも 53

年４月までには納付されたものと考えられることから、申立人が加入手続時

にさかのぼって一括で納付したとしているのは、この過年度納付を指してい

ると考えても不自然ではない。 



  

さらに、申立人は、その妻と一緒に申立期間の保険料を納付したと述べて

いるが、その妻も申立期間は未納とされている。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1219                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47 年９月から 50 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年９月から 50年 12 月まで              

夫が、昭和 50 年ごろ、市役所に赴き国民健康保険の加入について問い

合わせた際に、国民年金との同時加入が前提であるとの説明を職員から受

けて国民年金に加入し、保険料を一括で納付してくれたはずであり、申立

期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その夫が、昭和 50 年 10 月から同年 12 月ごろまでの間に、市

役所に赴き国民健康保険の加入について問い合わせた際に、夫婦一緒に国民

年金に加入し、申立期間の国民年金保険料をさかのぼって一括で納付したは

ずであると述べているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は 53 年３月

31 日に払い出されており、ほかに申立人に別の同記号番号が払い出されたこ

ともうかがえないことから、このころ加入手続を行ったものと推認されるが、

この時点で申立期間は既に２年の時効期限を経過している上、特例納付実施

期間でもなかったことから申立期間の保険料を納付することはできなかった

と考えられる。 

また、申立人の夫が国民年金加入手続を行ったとみられる昭和 53 年３月

ごろの時点では、申立期間直後の 51 年１月から 52 年３月までの過年度保険

料は時効前であったことから納付することが可能であった上、申立人の夫は

さかのぼって納付したのは加入手続時の一度だけであると述べているところ、

当該期間の保険料は納付済みとされており、納付期限から判断すると、遅く

とも 53 年４月までには納付されたものと考えられることから、申立人の夫

が加入手続時にさかのぼって一括で納付したとしているのは、この過年度納

付を指していると考えても不自然ではない。 



  

さらに、申立人は、その夫が、夫婦一緒に申立期間の保険料を納付したと

述べているが、夫婦共に申立期間は未納とされている。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1220 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50 年４月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年４月から 53年３月まで 

私は、４年制大学を卒業した時に、親に勧められて国民年金に加入する

ことを決めていた。当時、国民年金の加入手続及び保険料の納付をしてく

れた母親は亡くなってしまったが、その母親が、役場で私の保険料を納付

していたと思うので、申立期間が未加入となっていることに納得がいかな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金の加入手続及び保険料の納付をその母親が

行ったと述べているが、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 53 年８月に

払い出されており、申立人の前後の同記号番号の任意加入被保険者の資格取

得日が 53 年７月であること、及び申立人に対して別の同記号番号が払い出

されたこともうかがえないことから、このころ初めて申立人の加入手続が行

われたものと推認される。このことから、53 年７月ごろ行われたとみられる

加入手続までは、申立人は国民年金には未加入とされていたことになり、保

険料を納付することはできなかったとみられる。 

また、申立人は、申立期間当時、家の事はすべて母親に任せていたので、

保険料についても納付してくれたのではないかとするのみで、その母親が申

立人に係る加入手続及び保険料の納付を行ったことをうかがわせる具体的な

記憶は無く、その母親も既に他界している。さらに、申立期間当時、申立人

と同居していたことがあるとする申立人の姉は、申立期間は納付済みとされ

ているが、当時、母親ではなく姉自身で納付していたのではないかと述べて

いる上、申立人の国民年金に関する記憶も無いとしており、申立期間当時の

状況は不明である。 

加えて、申立人の国民年金加入手続が行われたとみられる昭和 53 年７月



  

ごろの時点では、特例納付及び過年度納付の併用により申立期間の保険料を

さかのぼって納付することは可能であったが、上記のとおり加入手続に至る

経緯等の状況も不明であり、申立人の母親が申立期間の保険料をさかのぼっ

て納付したことが推認できるまでの事情も見当たらない。 

このほか、申立人の所持する年金手帳にも申立期間に係る国民年金の加入

記録の記載は無い上、申立人の居住する町の国民年金被保険者名簿でも申立

期間は未加入期間とされており、オンライン記録との齟齬
そ ご

も無い。 

その上、申立人の母親が申立期間に係る保険料を納付していたことを示す

関連資料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付

したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1221                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42 年５月から 47 年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男             

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生  

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 42年５月から 47年 10月まで 

私が昭和 42 年５月２日に厚生年金保険を脱退後、47 年 11 月 16 日に厚

生年金保険に加入するまでの期間について国民年金保険料を納付していた

記憶がある。 

納付方法は、町内の人が集金に来たので現金で納付した。申立期間に保

険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、退職を契機として国民年金に加入し、申立期間の国民年金保険

料を町内の集金により納付したと述べているところ、ⅰ）申立人の国民年金

手帳記号番号は昭和 48 年１月に夫婦連番で払い出されており、これ以外に

申立人に別の同記号番号が払い出されたこともうかがえないこと、ⅱ）申立

人は申立期間当時、国民年金手帳を所持していなかったと述べているところ、

申立人の所持する国民年金手帳は 48 年２月２日に発行されていることから、

このころ、申立人は夫婦同時に初めて国民年金の加入手続を行い、同年同月

に国民年金被保険者資格を取得したとする処理が行われたと考えられる。こ

のことから、申立人は、申立期間当時、国民年金には未加入とされていたこ

とになり、保険料を納付することはできなかったものと考えられる。 

また、申立人の所持する国民年金手帳には、申立期間当時、国民年金被保

険者資格を有していたことを示す記載が無い上、昭和 47 年度の検認記録の

ページの昭和 47 年４月から 48 年１月までの欄に「納付不要」のゴム印が押

されていることが確認でき、上記のとおり、48 年２月ごろ国民年金加入手続

を行ったとみられることとの矛盾は無い。 

さらに、申立人は、申立期間の保険料を町内の集金により納付していたと



  

述べているところ、申立人が上記のとおり、昭和 48 年２月ごろ国民年金加

入手続を行った場合でも、この当時申立人が居住していた市では、その後も

長く町内の集金による保険料の徴収が行われていたことがうかがえることか

ら、申立人は同年同月ごろとみられる国民年金加入手続の時期を 42 年５月

の退職時として混同している可能性も否定できない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1222                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42 年５月から 47 年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生  

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 42年５月から 47年 10月まで 

私は、夫が昭和 42 年５月２日に厚生年金保険の資格を喪失後、47 年 11

月 16 日に厚生年金保険に加入するまでの期間について国民年金保険料を

納付していた記憶がある。 

納付方法は、町内の人が集金に来たので現金で納付した。申立期間に保

険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、夫の退職を契機として一緒に国民年金に加入し、申立期間の国

民年金保険料を町内の集金により納付したと述べているところ、ⅰ）申立人

の国民年金手帳記号番号は昭和 48 年１月に夫婦連番で払い出されており、

これ以外に申立人に別の同記号番号が払い出されたこともうかがえないこと、

ⅱ）申立人は申立期間当時、国民年金手帳を所持していなかったと述べてい

るところ、申立人の所持する国民年金手帳は 48 年２月２日に発行されてい

ることから、このころ、申立人は夫婦同時に初めて国民年金の加入手続を行

い、同年同月に国民年金被保険者資格を取得したとする処理が行われたと考

えられる。このことから、申立人は、申立期間当時、国民年金には未加入と

されていたことになり、保険料を納付することはできなかったものと考えら

れる。 

また、申立人の所持する国民年金手帳には、申立期間当時、国民年金被保

険者資格を有していたことを示す記載が無い上、昭和 47 年度の検認記録の

ページの昭和 47 年４月から 48 年１月までの欄に「納付不要」のゴム印が押

されていることが確認でき、上記のとおり、48 年２月ごろ国民年金加入手続

を行ったとみられることとの矛盾は無い。 



  

さらに、申立人は、申立期間の保険料を町内の集金により納付していたと

述べているところ、申立人が上記のとおり、昭和 48 年２月ごろ国民年金加

入手続を行った場合でも、この当時申立人が居住していた市では、その後も

長く町内の集金による保険料の徴収が行われていたことがうかがえることか

ら、申立人は同年同月ごろとみられる国民年金加入手続の時期を 42 年５月

の申立人の夫の退職時として混同している可能性も否定できない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1223                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61 年 11 月から 63 年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年 11月から 63年 10 月まで              

私は、母親から、昭和 63 年 11 月に私の国民年金の加入手続を行った際

に、当時、大学生だった私の国民年金保険料を２年分さかのぼって納付し

たと聞いている。申立期間が未加入となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 63 年 11 月ごろ、その母親が申立人の国民年金の加入手続

を行い、２年間分さかのぼって国民年金保険料を納付したと述べているとこ

ろ、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人の前後の同記号番号の被保険

者の状況からみて、同年 12 月ごろに払い出されたものとみられ、申立人に

対して別の同記号番号が払い出されたこともうかがえないことから、申立人

の主張どおり、この時期に初めて国民年金の加入手続を行ったものと推認で

きるが、申立人は申立期間当時、学生であったことから国民年金への加入は

任意であり、制度上、申立期間までさかのぼって資格を取得することはでき

ず、同期間の保険料をさかのぼって納付することもできなかったと考えられ

る。 

また、申立人の所持する年金手帳、申立期間当時居住した市の国民年金被

保険者名簿ともに、申立期間は未加入期間とされており、オンライン記録と

の齟齬
そ ご

は無い。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与して

おらず、これらを行ったとする申立人の母親は既に他界しており、当時の状

況は不明である。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1258 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成２年１月２日から同年９月４日まで 

（Ａ事業所） 

             ② 平成３年８月 21日から 13年７月１日まで 

（Ｂ事業所） 

申立期間①及び②について、社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入

記録について照会したところ、厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回

答を得たが、Ａ事業所及びＢ事業所では、給与から厚生年金保険料が引かれて

いた記憶があるので、それぞれの申立期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人のＡ事業所における雇用保険の被保険者記録では、

平成２年９月５日に被保険者資格を取得していることが確認でき、厚生年金保険

の資格取得日と一致している。 

また、申立人は、当時の居住地であったＣ市で、平成元年 12 月 28 日から２年

９月６日まで国民健康保険に加入していることが確認できる。 

さらに、オンライン記録から、申立人は、申立期間①中に 20 歳に到達し、そ

のときからＡ事業所で厚生年金保険の被保険者資格を取得するまでの期間、国民

年金保険料を納付していることが確認できる。 

加えて、Ａ事業所は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、当時の

事業主とは連絡ができず、厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及

び証言を得ることができない。 

申立期間②について、複数の同僚の証言から、申立人がＢ事業所に勤務してい

たことはうかがえる。 



  

しかし、Ｄ事業所（Ｂ事業所の本部であり、給与計算の代行業務をしている事

業所）によると、「Ｂ事業所は厚生年金保険の適用事業所となっておらず、Ｅ職

種は厚生年金保険に加入していない。」と回答している。 

また、オンライン記録から、申立人は、申立期間②中を通して国民年金に加入

し、一部期間について国民年金保険料を納付していることが確認できる上、Ｂ事

業所の同僚は、「自分は国民年金に加入している。厚生年金保険料が給与から控

除されたことは無い。」と証言している。 

さらに、申立人は、居住地であったＣ市で、平成 11 年３月 24 日から 13 年７

月２日まで国民健康保険に加入していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1259 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年７月１日から 59年３月 31日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立

期間について加入記録が確認できないとの回答を得た。Ａ事業所で勤務してい

たのは事実であるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚及び申立期間当時の役員の証言により、申立人がＡ事業所に勤務し

ていたことは推認できるが、申立人の入社時期及び勤務期間を特定することはで

きなかった。 

また、上述の役員は、「申立期間当時のＡ事業所では、健康保険、厚生年金保

険及び雇用保険にセットで加入させていたが、個々の事情により社会保険に加入

していない者もいた。」と証言しており、申立人は申立期間に係る雇用保険につ

いても被保険者記録が確認できないことから、申立人は厚生年金保険にも加入し

ていなかったことがうかがえる。 

さらに、現在のＡ事業所の事業主は所在が不明であり、申立期間当時の事業主

及び給与関係の事務をしていた事業主の妻は既に死亡しているため、申立人に係

る厚生年金保険の適用、厚生年金保険料の控除の状況について確認することはで

きない。 

なお、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、昭和 57

年５月 21 日から 59 年４月 21 日までに被保険者資格を取得した者を確認したが、

申立人の氏名は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 



  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1260 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 22年４月から 24年４月まで 

             ② 昭和 24年５月から 25年 11月まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の被保険者期間を問い合わせたとこ

ろ、申立期間について厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得た。 

私は、昭和 22 年４月にＡ事業所に入社し、申立期間①にＢ支店で勤務し、

申立期間②にＣ支店で勤務したことは事実であるので、申立期間①及び②を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間①は、Ａ事業所Ｂ支店に勤務し、申立期間②は、Ａ事業

所Ｃ支店に勤務していた。また、本社の所在地はＤ県である。」と述べていると

ころ、オンライン記録において、申立期間に係るＢ県、Ｃ県及びＤ県内ではＡ事

業所と同一及び類似する名称の厚生年金保険適用事業所は確認できなかった。 

また、オンライン記録により、Ｂ県、Ｃ県及びＤ県以外の当該事業所と同一及

び類似する名称の適用事業所について調査したところ、Ｅ市において、Ａ事業所

Ｅ支店が確認でき、商業登記簿謄本においてもＡ事業所の支店であったことが確

認できるが、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の氏名は

確認できなかった。 

さらに、申立人が同僚として氏名を挙げた複数の者及び事業主は、オンライン

記録によれば、申立期間①及び②当時における厚生年金保険の被保険者記録の確

認はできなかった。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1261 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 30年４月１日から 31年１月 11日まで 

             ② 昭和 31年１月 18日から 33年９月３日まで 

             ③ 昭和 35年２月６日から 36年１月１日まで 

社会保険事務所（当時）へ厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立

期間については脱退手当金を支給済みであるとの回答を得た。自分は脱退手当

金を受け取った記憶は無いので、申立期間を年金額に反映される厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理

に不自然さはうかがえない。 

また、申立人の脱退手当金が支給決定された時期は通算年金制度創設前であり、

申立期間③に係る事業所を退職後、平成３年 12 月まで厚生年金保険への加入歴

が無い申立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない。 

さらに、申立期間である３回の厚生年金保険被保険者期間は同一番号で管理さ

れているにもかかわらず、申立期間後の厚生年金保険被保険者期間は別の番号と

なっており、脱退手当金を受給したために番号が異なっているものと考えるのが

自然である上、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

静岡厚生年金 事案 1262 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年 12月から 26年９月まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、

申立期間について厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得た。Ａ

事業所に勤務していたことは確かであるので、厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人はＡ事業所に勤務していたとして、当該事業所に入社した経緯及び業務

内容について詳細に証言している。 

しかし、申立人が申立期間に一緒に勤務していたと記憶する同僚について、Ａ

事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿で確認したが、同僚の氏名は見当た

らない。 

また、Ｂ事業所（Ａ事業所が名称変更）の元事業主は、「申立期間当時、厚生

年金保険に加入させている者と、させていない者がいたと思う。」と回答してい

る。 

さらに、Ｂ事業所は閉鎖し、申立期間当時の事業主も亡くなっていることから、

Ｃ事業所（Ｂ事業所の親会社）に照会したが、申立期間当時の資料の保管は無く、

申立期間における厚生年金保険の適用及び保険料控除について確認できる関連資

料や証言を得ることはできなかった。 

なお、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、昭和 24

年 12 月１日から 29 年４月１日までに被保険者資格を取得した者の記録を確認し

たが、申立人の氏名は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 



  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1263 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年３月 23日から 41年７月 21日まで 

             ② 昭和 42年 10月１日から 43年１月 11日まで 

社会保険事務所（当時）へ厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立

期間については脱退手当金を支給済みであるとの回答を得た。自分は脱退手当

金を受け取った記憶は無いので、申立期間を年金額に反映される厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②に係る事業所の申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票

には、脱退手当金が支給されたことを意味する「脱」の印が押されているととも

に、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処

理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受

給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 


